交野市　法適用申請に対する処分個票
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	処分の概要
	認定計画の変更認定

	法令名
根拠条項
	中心市街地の活性化に関する法律　第25条第1項

	法令番号
	平成10年法律第92号

	【基準】
　法第25条の規定による。
　(認定計画の変更)
第25条　計画の認定を受けた者(次条から第31条まで及び第81条において「認定事業者」という。)は、当該計画の認定を受けた第22条第1項の計画(第28条及び第31条において「認定計画」という。)の変更(国土交通省令で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときは、市町村長の認定を受けなければならない。
2　前2条の規定は、前項の規定による変更の認定について準用する。

(※)中心市街地の活性化に関する法律
(中心市街地共同住宅供給事業の計画の認定)
第二十二条　中心市街地共同住宅供給事業を実施しようとする者(地方公共団体を除く。)は、国土交通省令で定めるところにより、中心市街地共同住宅供給事業の実施に関する計画を作成し、市町村長の認定を申請することができる。

(譲受人の募集方法)
第二十三条　分譲住宅を法第二十三条第九号イ(1)又は(2)に掲げる者に譲渡する者(以下「一般譲渡人」という。)は、災害、不良住宅の撤去その他の特別の事情がある場合において分譲住宅に入居させることが適当である者として市町村長が認めるものを入居させる場合を除くほか、当該分譲住宅の譲受人を公募しなければならない。
2　前項の規定による公募は、市町村長が定めるところにより、譲受けの申込みの期間の末日から起算して少なくとも二週間前に、新聞掲載、掲示等の方法により広告して行わなければならない。
3　前二項の規定による公募は、棟ごとに又は団地ごとに、少なくとも次に掲げる事項を示して行わなければならない。
　一　譲渡する住宅が中心市街地共同住宅供給事業により建設されたものであること。
　二　分譲住宅の所在地、戸数、規模及び構造
　三　一般譲渡人の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地
　四　譲受人の資格
　五　価額その他譲渡の条件
　六　譲受けの申込みの期間及び場所
　七　申込みに必要な書面の種類
　八　譲受人の選定方法
4　前項第六号の申込みの期間は、少なくとも一週間としなければならない。
(譲受人の選定)
第二十四条　譲受けの申込みを受理した戸数が分譲住宅の戸数を超える場合においては、一般譲渡人は、抽選その他公正な方法により譲受人を選定しなければならない。

(※)国土交通省関係中心市街地の活性化に関する法律施行規則
(法第二十五条第一項の国土交通省令で定める軽微な変更)
第二十八条　法第二十五条第一項の国土交通省令で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。
　一　住宅の戸数の変更のうち、五分の一未満の戸数の変更(変更後の戸数が十戸以上である場合に限る。)
　二　共同住宅の建設又は都市福利施設の整備の事業の実施時期の変更のうち、事業の着手又は完了の予定年月日の六月以内の変更

	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和5年7月1日
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